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運営推進会議について

１．目的

地域との連携や運営の透明性を確保するため、事業所が自ら設置するもので、利用者、
市町村の職員、地域住民の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにし、
地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質を確保し、地域との連携を図ること
を目的としています。

２．構成員（参加者）として基準上明記されているもの

介護保険指定地域密着型サービス事業所（夜間対応型訪問介護事業所を除く）については、現在、運
営推進会議の開催が、厚生労働省の基準省令において義務づけられています。

1 利用者

2 利用者の家族

3 地域住民の代表（例：町内会役員、民生委員など）

4 市町村の職員又は地域包括支援センターの職員

5 提供するサービスについて知見を有する者（例：地域の医療関係者など）



運営推進会議について

３．開催頻度

サービスの種類 開催回数

小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

おおむね2月に一回以上

地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護
定期巡回・臨時対応型訪問介護看護

おおむね6月に一回以上

※平成28年度から、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護においても、運営推進会
議の開催が義務付けられました。



４．議題について

単に事業所の状況報告にとどまらず、地域との連携や、事業所の運営、在
宅介護に関することなど幅広いテーマについて、運営推進会議の委員から意
見・助言を受けてください。



５.議事録の作成、公表、報告について

議事録の作成⇒活動状況の報告内容、評価、要望、助言等についての「記録(議事録)」を

作成してください(５年間保存)。

議事録の公表⇒事業所のホームページや事業所内の見やすい場所への掲示等

報告⇒開催後１カ月以内を目安にとして、市介護保険課及び地域包括支援センターに提出

してください。

６．留意点

記録について

・運営推進会議の構成員が業務の都合等により、やむを得ず会議を欠席する場合は、

その旨を記録すること

・地域に開かれたサービスとするために、個人情報の取扱いに十分配慮したうえで、

広く公表すること



（1) 認知症対応型共同生活介護

外部評価(第三者評価)結果を公表、提出してください。また令和3年度から小規模多機能型居宅介護型同様、自己
評価を行い、これを運営推進会議で報告し評価を受けて公表、提出する方法でも可となりました。

(2) 小規模多機能型居宅介護

自ら実施する小規模多機能型居宅介護の質の評価(自己評価)を行い、これを運営推進会議で報告し評価を受けてか
ら公表、提出してください。

(3) 提出期限

毎年4月末日まで

認知症対応型共同生活介護は、年に1回以上、外部評価（第三者評価）を実施することとしていますが、次に掲げる要件を全て満

たす場合は、2年に1回の実施にすることを認めます。別途申請が必要になります。

①過去に第三者評価を5年間継続して実施していること
②①により実施した「自己評価及び第三者評価結果（省令別紙４の１又は兵庫県が公開する 様式１）及び 「目標達成計画」（省令
別紙４の２又は兵庫県が公開する様式２－１）を三木市に提出していること。
③運営推進会議が、前年度に６回以上開催されていること。
④前年度に開催された運営推進会議に、三木市の職員又は地域包括支援センターの職員が必ず出席していること。
※書面開催の場合でも、必ず、三木市の職員又は地域包括支援センターの職員の意見をもらうこと(令和５年４月から適用)。
⑤②に掲げる「自己評価及び第三者評価結果」のうち、外部評価項目の２，３，４，６（兵庫県が公開する第三者評価項目の９）の
項目の実施状況が適切であること。

※受審頻度緩和の要件で「過去に外部評価を5年間の継続実施していること」について運営推進会議による評価は外部評価とみなさ

ないため注意してください。

第三者評価受審頻度緩和について

7．地域密着型サービスの自己評価及び第三者評価の提出


